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市町村名 大畑町

［③／⑤］

93.5

・当該路線は県管理道路である。
・当該区間は交通安全上路線中のネックとなっている区間であり、早期の整備が求められている。
・下北半島薬研地域・恐山等、観光振興に大いに寄与する。

終点現道摺付部に相続関係の土地、共有地があることから、平成９年度に集落共有地を借地し暫定供用を図っている。
今後とも用地取得に努め事業完了を目指しているが、平成１５年度に行った県財革プランにより、平成１６年度は保留
（予算保留）とした。

【県内の評価】

むつ恐山公園大畑
線　小目名

その他（　　　　　　　　）

年） ○ その他

市町村 ○○

再評価後１０

Ｈ16－18

０１７ ７３４ ９６５１

doro ＠ags.pref.aomori.jp

年）●

〈　年　月変更〉

423

平成９年度のバイパス区間約0.8kmの暫定供用により、小目名集落内の安全性確保が図られている。

○○ 未着工

（１／２）

Ａ Ｂ Ｃ

主要工種毎割合

（事業費）

82.8

・下北半島の観光客入り込み数も増大し、恐山や薬研温泉等の観光も定着してきており、安全性・利便性
の向上、観光振興のため道路整備の必要性が高まっている。

・下北半島地域においては幹線道路である県管理道路の道

路密度が0.33km/km2と全国平均0.42km/km2に比べて低く、
さらなる重点整備が求められている。

0

（うち用地費）

47

98.0

［④／⑥］ ［④／②］

計画全体に対する進捗

98.0 98

1

年次計画に対する進捗

93.9 ［③／①］

49

550

～１３年度

50

採択年度

１　事業概要

事業名

事業種別 道路事業

県単独

半島地域総合整備事業

事業目的
・半島振興法に規定する半島振興計画に基づいて、半島地域の振興上重要な交通施設の整備充実を図るため、地方単独
事業として道路を整備する。

事業方法 ○国　 ％●県１００％○市町村  　％○その他 　％

　　　　平成　３年度　（用地着手平成　４年度　／　工事着手平成　６年度）

終了予定年度 　　　　平成１８年度　（　　　　　　年　　月計画変更　〈当初計画時　　　　年度〉）　

○ 国庫補助 ●

主な内容

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区におけ
る評価

事業費

事業の進捗状況

説明

事業効果
発現状況

問題点・
解決見込み

２　評価指標及び項目別評価

県事業主体

財源・負担区分

地区名等

●

公共事業再評価調書

再評価実施要件

整理番号

担当部課室名 県土整備部 道路課
電話番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

長期継続

（２）　社会経済情勢の変化

550

0

50

84.2

　　　　（　　　　百万円）

・本事業の法的根拠となっている半島振興法は、昭和７０
年度（平成７年度）までの時限立法であったが、さらなる
整備の必要性から平成１６年度まで延長されている。

適時性

必要性

　

計　　　画

50

46330

550

8710

小　計

（うち用地費）

（１）　事業の進捗状況

2

0

0

１６年度１５年度

Ａ Ｂ Ｃ

a  ． b 

・当該路線は下北地域の中心都市むつ市から、恐山・薬研温泉等の観光地を経由して津軽海峡側に至る観光ルートを形
成しており、路線中幅員狭小で人家の連坦した小目名集落を通過する当該工区は、交通安全上路線中のネックとなって
いたため、早期の整備が求められており、平成15年8月28日の下北総合開発期成同盟会要望、平成15年12月16日の下北
観光協会連合会要望でも出されている。

a  ． b 

・むつ市長を会長とし、下北郡の町村長・議会議長で構成する下北総合開発期成同盟会、むつ観光協会名
誉会長を会長とする下北観光協会連合会より、当該区間の早期整備が要望されている。
・平成９年の暫定供用の際には、小目名集落所有地の貸与という形で地元の協力を得ている。

a  ． b 

・下北半島の観光振興に寄与し、地域の活性化、経済発展に効果がある。

地元の
推進体制等

効率性

【全国の評価】

事　業　費　割　合

（うち用地費）

実　　　績

改良舗装（　　 500百万円）

用地　　（　　　50百万円）

平成９年度にバイパス区間約0.8kmの暫定供用を図っており、終点現道摺付区間が未施工となっている。

98.0

・バイパス工事　　計画延長　L=1.06km

                計画幅員　W=6.0(11.5)ｍ

合　　計

57

（単位：百万円）○採択時総事業費

１４年度 １７年度～

493



・ ・

（分析手法、根拠マニュアル等）

・ ・

・ ・

休止

休止

・当該地区は、過疎地域、半島振興対策実施地域、振興山村地域に指定されている。
・下北半島地域は他の地域に比して産業基盤・生活環境において低位にあるため、半島振興法により地域振興・生活向
上を図る必要があり、道路の整備が強く望まれている。

a  ． b 
（２）対応状況

Ｓ７ｃ

配慮している 配慮していない● ○

【特記事項】

【代替案の検討状況】

【コスト縮減の検討状況】

・下北総合開発期成同盟会、下北観光協会連合会
より、当該区間の早期整備が要望されている。

a  ． b 

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

住民ニーズの
把握状況

【住民ニーズの把握方法】 【住民ニーズ・意見】

a  ． b 

Ａ

Ｃ

○ （林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

ＣＡ

【開発事業等における環境配慮指針への対応】

● ○配慮している 配慮していない

（３）交通事故減少便益

－ －

（１）事業費
（２）用地費

・比較ルートとして現道拡幅・山側バイパスが考えられるが、現道拡幅は補償対象家屋が多くなること、
山側バイパスは大きな土工を伴うことから、経済的にも、環境に与える影響の面からも、実施中のバイパ
ス計画が最も適した案である。

（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

代替案

－－

Ｂ

・路盤材・舗装合材に再生材を使用し、経費の縮減を図っている。

－

（２／２）

a  ． b 

Ｂ／Ｃ 0.90

・当該工区は、下北国定公園に近接しているため、土砂及び濁水を流出させないことに配慮して工事を実
施している。

委員会意見

４　公共事業再評価審議委員会意見

環境影響への
配慮

（１）地域区分

【地域別環境配慮指針への対応】

●

○ 対応方針（案）を修正すべき

○ 計画変更継続 ○○ 中止

● 継続

対応方針（案）どおり

意見書のとおり

○ 中止○ 計画変更

Ｂ Ｃ

・下北地域の観光振興から当該区間の早期整備が求め
られている。

△ 6

・県単独事業のため事業採択時に費用対効果分析は行っていない。

【費用対効果分析手法】

－ 百万円

【費用対効果分析における特記事項】

便益項目
（Ｂ）

附帯意見

３　対応方針（事業実施主体案）

地域の立地特性

備考

・暫定供用部分の交差点形状改善及び用地貸与関係解消のためにも、早期の用地取得を図り事業を完了させることが必
要である。B/Cは若干低いものの、下北半島地域は他地域に比べ基盤整備にまだまだ遅れているため、整備が必要であ
り「継続」としている。

評価理由

総合評価

●

（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

－

百万円

百万円

百万円

（３）維持修繕費

Ｈ16－18

（４） －
－

評価理由

委員会評価

－ 百万円

費用項目
（Ｃ）

・公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（平成１６年２月 国交省）
・費用便益分析マニュアル（平成１５年８月　国交省 道路局 都市・地域整備局）

△ 10 百万円 －

増　　減

－

834
百万円

百万円

百万円

百万円
百万円 749 百万円
百万円

百万円
（４）

総便益 百万円

百万円－

－

百万円
（５）

（２）走行費用減少便益

コスト縮減

－
百万円

－

－ 百万円

－

－

（５）
総費用
（１）走行時間短縮便益

主  な  項  目

－

百万円

百万円

百万円

－－

－ 百万円 12
百万円 743

百万円

百万円
百万円

百万円
百万円

109 百万円 百万円－

百万円

区分

整理番号

Ａ Ｂ

再評価時（計画全体）

－ 百万円

計画時

（３）　費用対効果分析の要因変化

－735 百万円 百万円

百万円


